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第 2版 まえがき◀

本書の初版は，大学等において公認心理師養成教育が開始される直前の
2018 年 2 月末，新学期に向けての教科書がほとんどない中で刊行したところ，
幸いにも好評を得ることができた。新たに公認心理師を目指す大学の新入生を
第一の読者に想定したが，公認心理師関連授業の担当の先生方や，5年間の移
行期間に公認心理師試験を受けようとする現任者の方々からも支持していただ
いた。
本書刊行後の動向として，2018 年 3 月 9 日に公認心理師試験出題基準（平

成 30 年版）とブループリントが公表され，6月 29 日に「働き方改革を推進す
るための関係法律の整備に関する法律」が成立し，9月 9日には第 1回公認心
理師試験が実施された（北海道地区のみ北海道胆振東部地震の影響で 12 月 16 日
に繰り延べされた）。以上のような短期間ではあるが大きな変化に対応するた
めに，このたび，本書の第 2版を刊行することにした次第である。
第 2版の編集にあたって，公認心理師の学びの全体像を理解するためのコン
パクトな本という位置づけは変更しない方針としたが，ブループリントや働き
方改革法の説明など必要な増補を行い，9ページ増となっている。
あらためて本書の読者対象と目的をまとめると，将来公認心理師を目指す大
学生には公認心理師の学びの全体像を知った上で志望を固めることを，公認心
理師関連の授業を担当する先生方には「公認心理師の職責」と「関連行政論」
の教科書として利用されることを，公認心理師試験の受験を目指す現任者など
の方々には知識の確認のために活用されることを，新たに資格を得た公認心理
師の方々には引き続き座右の書として参考にしていただくことを目指すもので
あり，それぞれのお役に立てることができればまことに幸いである。

　　
2018 年 12 月

編　　者　　
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ま え が き◀

公認心理師法は，2015 年 9 月に国会で成立し，2 年間の準備期間を経て，
2017 年 9 月に施行され，各大学の養成プログラムは 2018 年 4 月からスタート
する。国民の心の健康の保持増進に寄与することを目的とするこの法律がその
目的を力強く果たすために必要なものは，一に教育，二にも教育である。
この制度により新たに大学に入学して公認心理師を目指す者は，心理学教育
に関わる学部等で所定の 25 科目を修得し，大学院修士課程に進んでさらに所
定の 10 科目を修得するか，あるいは指定された機関で 2年以上（標準的には 3
年）実務経験を積むことが求められ，その上で国家試験に合格しなければなら
ない。行く手には，長い年月と高いハードルが待ちうけており，中途半端な気
持ちでは成就しないであろう。
しかし，千里の道も一歩から，まずは学部教育をきちんと受けることから始
まる。本書は，公認心理師の学部教育の内容とはどのようなものかを総攬する
と同時に，全くの新規科目である「公認心理師の職責」と「関係行政論」の 2
科目についてはテキストとして使えるように編集した。タイトルの「エッセン
シャルズ」とは，根本的に必要な事柄をすべて盛り込んでいるという意味であ
る。もちろん，25 科目の中にはすでに立派な教科書が出版されている科目も
多く，併用することによって学習の実がさらに上がることはいうまでもない。
編者らは，この数年間，公認心理師法の成立と推進に密接に関わってきた。
子安は心理学関連 53 学会の連合体である一般社団法人日本心理学諸学会連合
の理事長ならびに国家試験の指定試験・登録機関となった一般財団法人日本心
理研修センターの理事として，また 2016 年 9 月～ 2017 年 5 月に開催された公
認心理師カリキュラム等検討会の構成員として，他方，丹野は臨床心理学者及
び臨床心理士としての経験を生かしつつ，日本学術会議の会員として心理学・
教育学委員会の「健康・医療と心理学分科会」に参加し，公認心理師カリキュ
ラム等検討会のワーキングチームのメンバーとして，それぞれ公認心理師養成
カリキュラムの編成に深く関与してきた。
本書は，現在進行中の『有斐閣　現代心理学辞典』の企画のスピンオフとい

う性格も有している。本書の編者は，この辞典の 3人の監修者のうちの 2人で
あり，辞典が刊行されたあかつきには，本書と辞典のクロスオーバーが成立す
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ることも見越して，より立体的な学習が可能になるように，本書の構成と執筆
者の選定を考えた。各章の執筆者は，それぞれの専門分野で高い見識をもつ先
生方である。とりわけ法律の専門家の中川利彦先生に第Ⅲ部の執筆だけでなく，
全体の法律事項に関して丁寧に監修していただき，本書の価値を大いに高めて
いただいた。
ところで，読者の皆さんは本書の表紙をどのようにご覧になっただろうか。
本書の編集の過程でデザイナーさんから示された 5つの案の中から，明るく夢
のある絵を見てこれだと感じて選んだものであるが，後からそのデザイナーさ
んの知人のひがしのようこ（東野洋子）さんの原画であることを知らされた。
ひがしのさんは，1953 年に神戸市に生まれ，神戸大学教育学部を卒業し，大
阪市内の保健所などで発達心理相談を担当しながら芸術活動をしてきた方で，
惜しくも 2017 年 8 月に亡くなられたとのことである。ひがしのさんのご冥福
を祈りつつ，本書に関連の深いお仕事をされた方がぴったりの絵を遺してくだ
さったことに，心より感謝を申し上げたい。
本書と『有斐閣 現代心理学辞典』という 2つの大きな企画のマネジメント
を同時に行うという大役を担っている有斐閣書籍編集第 2部の中村さやかさん
と渡辺晃さんには，企画から刊行に至るまで，終始大変お世話になった。ここ
にお名前を記して，厚く御礼を申し上げる次第である。

　　
2018 年 1 月

子安 増生　　
丹野 義彦　　
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本書の使用法◀

本書は，2018 年 4 月からスタートした公認心理師養成の学部教育を受け，
公認心理師の国家資格取得を目指そうとする学生の皆さんにとって必要な事項
（エッセンシャルズ）をコンパクトに収めて，大学初年次から国家試験合格ま
でのあらゆるステージで座右において使える便利な書として企画されたもので
ある。同時に，当該科目を担当する大学教員の先生方にも，授業に役立つさま
ざまな情報を提供することを目指して編集を行った。
第Ⅰ部では，公認心理師の学部 25 科目のそれぞれにおいて，どのような知
識と技能を身につけるべきかについて，見開き 2ページで簡潔にまとめている。
25 科目はすべて必修科目であり，全体を通覧すれば，公認心理師がいかに幅
広い視野と見識を求められているかが理解できるであろう。第Ⅰ部の最後には，
大学院での 10 科目の見取り図も示しておいた。
第Ⅱ部は，新規科目「公認心理師の職責」のテキストとして利用できる形に
授業内容を展開した。多くの授業では，半期 15 回の授業の第 1回は「イント
ロダクション」，第 15 回は「まとめと到達度テスト」のような形式をとるもの
として，その間の 13 回分の授業内容を用意した。大学ごとに事情はあるだろ
うが，この科目は入学当初の初年次教育科目として開講され，その学びを通じ
て公認心理師の職務と責任，社会的役割と意義が学習者に正しく理解され，国
家資格取得の動機づけがいっそう明確になることが期待される。
第Ⅲ部は，同じく新規科目の「関係行政論」について，上記と同様の理由で
13 回分の授業のテキストとして利用できる形式で授業内容を展開した。わが
国が法治国家である以上，心理職に携わる者もさまざまな法律の内容と行政の
仕組みを知らずに働くことはできない。ただし，法体系も行政制度も大変幅広
い内容であるので，第Ⅲ部の執筆者はテーマごとに関連する法律や行政に明る
い専門家が担当した。
第Ⅳ部は，これから公認心理師制度を実践面で支える機関ならびに研究面で
支える心理学の関連学会を紹介している。学会に所属することは，常に新しい
学術情報を得るだけでなく，専門性の高い人材の宝庫に容易にアクセスできる
利便性の高い方法でもある。学生会員を認める学会や，非会員でも大会の当日
参加を認める学会もあるので，調べて参加してみると知見が深まる。
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公認心理師法は 2015 年 9 月に成立し公布され，2017 年の 9月に施行された

心理職初の国家資格である。国民の心の健康の保持増進に貢献する重要な職務を担

う人材を求める資格であり，大学で 25科目，大学院で 10科目を学ぶか，後者の

代わりに 2年間以上の所定の実務経験を経た後，ようやく国家試験の受験資格が

得られるという厳しい条件となっており，生半可な気持ちでは続かない。初年次ま

たは早い段階でこの科目を受けて，公認心理師の職務と責任の内容をよく理解し，

改めて資格取得への意志を確認することが望まれる。

1．公認心理師の役割
公認心理師法 2条では，「公認心理師の名称を用いて，保健医療，福祉，教
育その他の分野において，心理学に関する専門的知識及び技術をもって，次に
掲げる行為を行うことを業とする者」とされる。この「次に掲げる行為」とは，
①心理に関する支援を要する者の心理状態を観察し，その結果を分析すること，
②心理に関する支援を要する者に対し，その心理に関する相談に応じ，助言，
指導その他の援助を行うこと，③心理に関する支援を要する者の関係者に対し，
その相談に応じ，助言，指導その他の援助を行うこと，④心の健康に関する知
識の普及を図るための教育及び情報の提供を行うこと，の 4点である。

2．公認心理師の法的義務及び倫理 
公認心理師の法的義務については，公認心理師法第 4章「義務等」において，
信用失墜行為の禁止（40 条），秘密保持義務（41 条），連携等（42 条），資質向
上の責務（43 条）の 4カ条が示されている。このうち，違反した場合に罰則規
定があるのは秘密保持義務だけである。すなわち，46 条において，「第 41 条
の規定に違反した者は，1年以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処する」と
定められている。もちろん，罰則がないからといって義務を守らなくてよいは
ずはなく，高い倫理性が求められている。

3．心理に関する支援を要する者等の安全の確保
公認心理師法には「安全」の文字は含まれていないが，「心理に関する支援
を要する者」には，心理的に不安定な人もあるので，自傷や自殺のような問題
に直面するケースも出てくる。その予防のためには，十分な知識が必要である。
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4．情報の適切な取扱い 
公認心理師が取り扱う重要な情報は，「心理に関する支援を要する者」およ
びその関係者の個人情報である。また，職場が管理するさまざまな部外秘の情
報もある。そのような情報を含め，見聞したことを SNS（ソーシャル・ネット

ワーキング・サービス）などインターネット上で広めることは論外であるが，
近親者や友人に話すことも自制すべきである。

5．保健医療，福祉，教育その他の分野における公認心理師の具体的な業務 
公認心理師法では「保健医療，福祉，教育その他の分野」とまとめられてい
るが，具体的には①保健医療，②福祉，③教育，④司法・犯罪，⑤産業・組織
の 5分野が公認心理師の実際の活躍の場となる。公認心理師は，少なくとも自
らが所属する分野の具体的な業務内容に精通することが求められる。

6．自己課題発見・解決能力 
公認心理師法の 43 条「公認心理師は，国民の心の健康を取り巻く環境の変
化による業務の内容の変化に適応するため，第 2条各号に掲げる行為に関する
知識及び技能の向上に努めなければならない」とある。この「第 2条各号」と
は，具体的には前ページの「1．公認心理師の役割」で挙げた①～④の行為の
ことであり，公認心理師の関係団体や関係学会などでの活動を通じて知識と技
能を深め，自ら課題を発見し解決する能力を高めていくことが求められる。

7．生涯学習への準備 
上記の 43 条は，「国民の心の健康を取り巻く環境の変化」という長期の課題
に対応できる能力を求めている。これは，まさに生涯にわたる課題であり，リ
カレント教育を含むキャリアアップの機会も念頭に置く必要がある。

8．多職種連携及び地域連携
公認心理師法の 42 条 1 項は「公認心理師は，その業務を行うに当たっては，
その担当する者に対し，保健医療，福祉，教育等が密接な連携の下で総合的か
つ適切に提供されるよう，これらを提供する者その他の関係者等との連携を保
たなければならない」と規定している。医療の分野では「チーム医療」，教育
の分野では「チーム学校」という協力体制がとられ，多職種連携が重要視され
るようになっている。なお，同条 2項では「主治の医師があるときは，その指
示を受けなければならない」と規定されている。
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学問分野を分けるものは，研究テーマだけでなく，研究法（research method）に

よるところが大きい。古来，心の問題は，哲学者や宗教学者たちが思弁的に考えて

きたテーマであるが，19世紀の後半に，心を科学的に研究しようとする機運が西

欧と北米で生まれた。ドイツのヴィルヘルム・ヴント（1832─1920) が 1879 年に

ライプツィヒ大学に創設した世界初の心理学実験室がその代表的できごとであると

される。それ以来，「心」という目に見えない，移ろいやすいものをどのようにし

て科学的に研究するかが心理学の最大の課題となってきた。また，心理学は人間を

対象として，人間に直接接して研究を行うだけに，研究の倫理（ethics）はきわめ

て重要な問題である。

1．心理学における実証的研究法（量的研究及び質的研究） 

心理学の基本的な研究法は，観察法，実験法，質問紙法，心理検査法，面接
法，事例研究法の 6種である。
観 察 法　対象者の行動や発言を記録し分析する。対象者に観察者の存在が

知られることを前提に行うものを参加観察，存在を知られないように行うもの
を非参加観察という。
実 験 法　研究者が刺激材料などの要因（独立変数）を厳密に操作した上で
行う観察により得られた結果（従属変数）を主に統計的手法により分析する。
質 問 紙 法　文あるいは文章を質問形式で提示し，言語または記号で回答を

求め，対象者の意見・態度・知識・感情・行動様式などを調べる。
心理検査法　個人の能力や性格などを測定することを目的とし，問題と実施・
採点法，基準集団の統計値が既知の標準化された（standardized）ものをいう。
面 接 法　人と人とが特定の目的をもって直接の顔合せを行い，主として会

話を通して必要な情報を得たり提供したりする。調査的面接と臨床的面接があ
る。構造化面接，半構造化面接，非構造化面接が区別される。
事例研究法　1人あるいは少数の事例（case）について，観察・実験・調査・

検査・面接などの方法を駆使し，対象者の個性的・包括的理解を目指す。
量的研究と質的研究　量的研究（quantitative research）は数量的にデータ化し
統計的に分析するアプローチをとるものをいい，それ以外のアプローチとして
質的研究 （qualitative research）があるが，後者は狭義には，面接法で得られた
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言語データの記録に基づいて分析を行う研究をさす。

2．データを用いた実証的な思考方法 
データリダクション　研究者が知り得たことを，理解と伝達の可能性を高め

るために，その内容を圧縮し要約することをいう。量的研究に固有の概念でな
く，質的研究においても，記述であれ，物語化であれ，現象を観察し記録し伝
達するという過程で，必ずデータリダクション（data reduction）が行われている。
内挿と外挿　データリダクションは，次に得られたデータの一般化へのス
テップとして，区間内のデータの推定である内挿（interpolation）または区間外
のデータの予測である外挿（extrapolation）に進む。例えば，小学 1，3，5 年生
から得られたデータから区間内の 2年や 4年の値を推定するのは内挿，区間外
の 6年生の値を予測するのが外挿である。実測値と混同してはならない。
代 表 値　得られた一群の数値をローデータ（raw data）というが，それをた
だ 1つの数値で表現するものを代表値という。範囲や度数分布はローデータへ
の復元性が高いが，最頻値（モード），中央値（メディアン），平均値などはロー
データへの復元性はきわめて低い。「平均が 3，人数が 5」といっても，もとが
「1，2，3，4，5」なのか，「3，3，3，3，3」なのかは不明である。

3．研究における倫理
研究の公共性と人権尊重　学術研究は，すべて公共の福祉のためにある。学

術の発展の名目で対象者の人権を損なうことは絶対に許されない。心理学では，
研究参加者に対して，①説明と同意（informed consent）なしに研究に参加させ
ること，②自尊心を傷つける行為や発言を行うこと，③過度なストレスにさら
すこと，④プライバシーを侵害すること，⑤高額の謝礼で結果を左右しようと
することなどは，厳に慎まなければならない。また，研究実施のどの段階でも
いつでも参加を取りやめることができること，実施の途上において一時的に対
象者を「だます」要素が含まれる研究では最後に研究手続きの真の目的を知ら
せるデブリーフィング（debriefi ng）を行うことも不可欠の条件である。
研 究 不 正　研究データや図表などを都合のよいように変える改

かい

竄
ざん

，研究
データや証拠品をでっち上げる捏

ねつ

造
ぞう

，他人の論文の文章などを断りなしに勝手
に使う剽

ひょう

窃
せつ

，他の研究者のアイディアを無断利用する盗用，研究に関与しな
かった者を著者に入れるギフトオーサーシップなどの研究不正は許されない。
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文部科学省と厚生労働省の共管となる国家資格を定める公認心理師法は，全 50

条と附則 11条，合わせて１万字ほどの文章に公認心理師についてのすべての規定

が書かれている。一度はこの法律全体に目を通しておくとよいが，ここでは公認心

理師の名称と職務について書かれた部分を確認しよう。

1．公認心理師の名称
名称独占資格　国家資格には，資格を有する者のみが業務を行うことを許さ

れる「業務独占資格」と，資格がなくても業務に従事することはできるが，資
格を所有していない者がその名称を名のることができない「名称独占資格」が
ある。医師，歯科医師，薬剤師，弁護士，公認会計士，税理士などは業務独占
資格であり，保育士，介護福祉士，精神保健福祉士，管理栄養士，調理師，気
象予報士などと並んで公認心理師も名称独占資格である。そのことは，公認心
理師法では，44 条１項に，「公認心理師でない者は，公認心理師という名称を
使用してはならない」と規定されている。 

名称の「師」　さて，「公認心理師」はなぜ「公認心理士」ではないのだろう
か。資格名称には，次に示すように末尾が「士」「師」「司」の 3種類がある。
士：弁護士，公認会計士，税理士，司法書士，不動産鑑定士，建築士など。
師：医師，歯科医師，看護師，薬剤師，美容師，理容師，調理師など。
司：児童福祉司，知的障害者福祉司，保護司，郵便認証司など。
「士」のつく資格は技術的側面が重要な仕事という印象を与えるのに対し，
「師」のつく資格はそれに加えて対人的な側面が重要な仕事という意味合いが
強そうである。国家資格ではないが，人を導く宗教家も「大師」「法師」「牧
師」などの名称がある。ちなみに，「教師」は資格名でなく，その正式名称は
「教育職員」である。「司」は公務員またはみなし公務員である点が他とは異
なっている。
もう 1つの重要な条件は，先の 44 条の 2 項「前項に規定するもののほか，
公認心理師でない者は，その名称中に心理師という文字を用いてはならない」
にある。既存の心理職の民間資格は，臨床心理士，臨床発達心理士，学校心理
士，特別支援教育士など「士」がつくものであり，公認心理師はそれらとの混
同を避けるという意味合いが読み取れる。
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2．公認心理師の職務
心 の 健 康　公認心理師の目的は，公認心理師法の 1条に「国民の心の健康

の保持増進に寄与すること」と規定されている。この「心の健康」という表現
は，法律用語としては新しいものである。1950 年に制定された精神衛生法は，
1988 年に精神保健法に，1995 年に「精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律」に名称が改められているが，その 1条に「国民の精神的健康の保持及び増
進」と「国民の精神保健の向上」という表現が出てくる。精神医学が中心とな
る「精神的健康」と「精神保健」に対して，「心の健康」はまさに心理学が中
心となる健康概念ということができよう。
公認心理師の行為　公認心理師法 2 条では，「公認心理師の名称を用いて，

保健医療，福祉，教育その他の分野において，心理学に関する専門的知識及び
技術をもって，次に掲げる行為を行うことを業とする者」とされる。この「次
に掲げる行為」とは，
①　心理に関する支援を要する者の心理状態を観察し，その結果を分析する
こと，
②　心理に関する支援を要する者に対し，その心理に関する相談に応じ，助
言，指導その他の援助を行うこと，
③　心理に関する支援を要する者の関係者に対し，その相談に応じ，助言，
指導その他の援助を行うこと，
④　心の健康に関する知識の普及を図るための教育及び情報の提供を行うこ
と，の４点である。
①は心理的アセスメント（psychological assessment）に相当し，面接や心理検
査などを行って，どのような心の問題があるのかを査定することである。
②と③は，心の健康の問題を抱える本人またはその親などの関係者に対して，
心理カウンセリングあるいは心理療法や家族療法などを行うことである。
④は心の健康に関する学校教育活動や啓発活動などを行うことである。
前述のように，公認心理師は業務独占の資格ではないので，公認心理師以外
の者がこのような行為を行うことはいつでも可能である。公認心理師が専門職
として高度の知識と技能を身につけないと，国民からの信頼を得ることはでき
ない。たゆまぬ研

けん

鑽
さん

が必要となるゆえんである。
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　ブックガイド●一般財団法人日本心理研修センター編（2016）．公認心理師（臨床
心理学臨時増刊号）．金剛出版．
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公認心理師は，福祉に関連する法律について，その歴史や制定の背景なども含め

て理解しておく必要がある。

1．社 会 福 祉
社会福祉法　1951 年，社会福祉法の前身である社会福祉事業法は制定された。

本法は，わが国の社会福祉の目的，理念を定めており，わが国のさまざまな社
会福祉に関連する法律の根幹的法律といっても過言ではない。社会構造の変化
や求められる社会福祉の質の変化に伴い，数回の改正を経て，2000 年に社会
福祉法となった。この改正では，名称が変わっただけでなく，内容も大幅に変
更となった。福祉サービスや社会福祉法人の定義，目的，理念，組織，福祉サ
ービス利用者の権利擁護システムが盛り込まれている。特に苦情解決のために，
運営適正化委員会を設置し，地域福祉サービスの向上を目指すことを示してい
る。

2．児童・家庭福祉
児童福祉法　第二次世界大戦の敗戦により，多くの戦争孤児が街にあふれる

事態になったことを背景に，すべての児童（18 歳未満の者）の福祉を図り，国
が健全に育成していくことを示すために，1947 年に制定された児童福祉分野
の基本法である。
児童虐待の著しい増加に伴ってたびたび改正されたが，2016 年に大きな改

正がなされ，すべての児童が，児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）
の精神に則り適切に養育されること，児童が権利の主体でありその最善の利益
が優先して考慮されること，家庭養育の優先など，基本的理念が明確にされた。
また，児童の身近な場所における自治体として市町村が，児童・家庭に対して
必要な支援を行う役割・責務を担うことが明記された（なお，児童虐待の発生
予防・早期発見の観点から，同時に母子保健法も改正され，各市町村は，妊娠期か

ら子育て期までの切れ目のない支援を行う「子育て世代包括支援センター」の設置

に努めることとされた）。
本法では，児童などの用語が定義され，また，保育所・児童養護施設などの
児童福祉施設，児童相談所，要保護児童対策地域協議会に関する規定，あるい
は，児童福祉の保障内容，要保護児童（保護者のない児童または保護者に監護さ
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産業・労働分野に関わる法律や国の施策は多様である。公認心理師の業務は要支

援者の利益を第一に考えるが，公認心理師の立場からよかれと思って支援したこと

でも，万が一法律に抵触した場合は，最終的に要支援者の不利益に結びつく。この

ことから，実際の業務においては，事業場内の法務室や労働基準監督署などに相談

しつつ，適切な対応をとることが求められる。また，これらの法律や国の施策は社

会情勢の変動に合わせ，改正が頻繁に行われているので，実際の活動時には改正点

をよく確認するようにしたい。なお，2018 年 7月に働き方改革を推進するための

関係法律の整備に関する法律（働き方改革法）が公布されたのに伴い，労働関連法と

それに関連する計 36の法律が改正されたことをふまえて，主な改正点を，以下の

各法の該当箇所および 13．として示した。

1．労働基準法
労働者と使用者は基本的には契約自由の原則に基づき，当事者の自由な意思
によって契約を行うが，しかし，使用者の方が労働者よりも強い立場であるこ
とが当然予想されるため，労働者を守るため，労働条件の最低基準を定めた法
律が労働基準法（1947 年）である。
1条 1 項に，「労働条件は，労働者が人たるに値する生活を営むための必要

を充たすべきものでなければならない」とあるように，労働は人たるに値する
生活を営むためのものであることに言及している。さらに 1条 2 項には，「こ
の法律で定める労働条件の基準は最低のものであるから，労働関係の当事者は，
この基準を理由として労働条件を低下させてはならないことはもとより，その
向上を図るように努めなければならない」と明記されている通り，この法律で
定められたことは最低基準であり，当事者の努力により，これ以上の条件が模
索されるべきであることが示されている。また，最低基準であることから，こ
の法律に違反した場合には，多くは刑事罰が定められている。
具体的には，賃金については，国籍や性別を理由に差別して賃金を決めるこ
との禁止（3条・4 条），賃金の支払い方法（24 条），最低額の決定（28 条；最
低賃金法という特別の法律による。最低賃金は，毎年，地域ごとに決定され，最低

賃金より低い賃金としている場合には罰則が科される）などの定めがある。解雇
についても，使用者が労働者を解雇する場合，少なくとも 30 日前に予告しな
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ければならず，予告をしない使用者は 30 日分以上の平均賃金を支払わなけれ
ばならないと定められている（20 条 1 項）。
また，1日及び 1週の最長労働時間の規制を「法定労働時間」といい，法定
労働時間の原則は，1 日 8 時間，1 週 40 時間である（32 条 1 項・2 項）。法で
定める場合を除き，この法定労働時間を超えて労働させることはできない。時
間外・休日労働については，原則として，法定労働時間を超えて時間外労働さ
せたり，法定休日に休日労働をさせることはできない（32 条・35 条）が，例
外的に，時間外労働・休日労働をさせることができる主な場合として，労使協
定（36 条。いわゆるサブロク協定）によるものがある。使用者は，事業場にお
いて労使協定を結び，それを行政官庁（所轄労働基準監督署）に届け出た場合
は，その協定に定めるところにより労働時間を延長し，または休日に労働させ
ることができる。
2018 年 7 月公布の働き方改革法により，時間外労働の上限については，月
45 時間，年 360 時間を原則とし，臨時的な特別な事情がある場合でも年 720
時間，単月 100 時間未満（休日労働含む），複数月平均 80 時間（休日労働含む）
が限度となった。
同じく，39 条の改正により，使用者は，10 日以上の年次有給休暇が付与さ
れる労働者に対し，5日について，毎年，時季を指定して与えなければならな
いこととされた。また，41 条の改正では，職務の範囲が明確で一定の年収（少
なくとも 1000 万円以上）を有する労働者が，高度の専門的知識を必要とする等
の業務に従事する場合に，年間 104 日の休日を確実に取得させること等の健康
確保措置を講じること，本人の同意や労使委員会の決議等を要件として，労働
時間，休日，深夜の割増賃金等の規定を適用除外とすることができるとされた
（高度プロフェッショナル制度の創設）。以上の点に関する働き方改革法の施行
日は 2019 年 4 月 1 日となっている（中小企業を除く）。

2．労働契約法
労働契約法は 2007 年に成立した法律で，就業形態が多様化し，労働者の労
働条件が個別に決定・変更されるようになり，個々の労働者と使用者間の争い
（個別労働紛争）が増えていることに対応したものである。その目的は 1条に
以下のように明記されている。「この法律は，労働者及び使用者の自主的な交
渉の下で，労働契約が合意により成立し，又は変更されるという合意の原則そ
の他労働契約に関する基本的事項を定めることにより，合理的な労働条件の決
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コラム３　アメリカとイギリスの心理師の資格

丹野 義彦　

公認心理師の今後を考えるため，米英の心理師の資格に目を向けてみよう。
▶アメリカの心理師の免許
アメリカのサイコロジスト（psychologist）のライセンスは，州ごとに定め

られた名称独占の国家資格であり，活動分野や職務内容を特定しない汎用資格
である点で，日本の公認心理師と似ている。この免許の取得には，大学で基礎
的な心理学を学び，博士課程で科学的な博士論文を書いて博士号を取得する必
要がある。これを科学者─実践家モデルという（コラム２参照）。その後，臨床
現場でインターンシップによる業務経験を積む必要がある。国家試験として全
米共通の筆記試験（Examination for Professional Practice of Psychology：EPPP）
が行われ，その合格率は 50％であり，かなり難関である。EPPPの出題内容
の割合は，基礎的心理学が約 50％，実務が約 30％となっており，心理学的
知識にかなりの比重が置かれている。厳しい国家試験があることでサイコロジ
ストの社会的ステータスが高められている。アメリカのサイコロジストの資格
は，その社会的ステータスや競争率から見て，弁護士資格に匹敵するという。
▶イギリスの認定心理師の制度　
イギリスの認定サイコロジスト（chartered psychologist）の資格は，名称独
占の国家資格である点では公認心理師と似ているが，汎用資格ではなく，活動
分野や職務内容が細かく分かれている。この資格を取得するためには，大学に
おいて，イギリス心理学会が認定した心理学の学科を卒業しなければならない。
その上で，イギリス心理学会が認定した大学院のコースを修了しなければなら
ない。大学院のコースは，臨床心理学，産業心理学，カウンセリング学，教育
心理学，健康心理学，司法心理学，神経心理学，教員・研究者などの分野に分
かれている。そこを修了し，イギリス心理学会の各部会の正式のメンバーに申
請して，認められれば，保健医療や産業などの分野別の専門資格が得られる。
大学院での修了によってこうした資格が得られるので，国家試験の制度はない。
この分野別の専門資格をとれば，自動的に「認定サイコロジスト」と名のるこ
とができる。認定サイコロジストは，各分野別専門資格を一般化した統一資格
である。認定（chartered）という名称は，ロイヤル・チャーター制度というイ
ギリスの国家資格制度に基づいており，イギリス政府から職能者団体であるこ
とを正式に認められることを示している。この認定サイコロジストの資格も競
争率が高く，社会的ステータスは高い。
欧米の資格は長い歴史を経て形成されたものであり，日本の公認心理師の将
来を考える上で大いに参考になる。
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